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　立法における戦略的言語行為に関するMarmor教授の理論は、経済活動規制の合憲性に関する日本の判例
原理と直接に関連している。経済活動の自由に関して、日本の最高裁判所は、規制目的が「消極的」か「積
極的」によって審査のあり方を区別している1。公の秩序の維持や国民一般の生命・健康の安全を守ることの
みを意図する「消極目的の立法」については、裁判所は、立法目的と採用された規制手段との間に厳密な関
連性を要求する2。他方、特定の産業または団体の利益を保護するために国会が積極的に介入する規制立法に
ついては、裁判所は、採用された立法手段と立法目的との間に想定上の関連性のみを要求する3。結果として、
消極目的の立法はより厳密に審査され、違憲とされる場合もある一方で、積極目的の立法は、ほとんど常に
合憲とされる。
　特定の利益の実現を図る積極目的の立法よりも、社会一般の利益を追求する消極目的の法律を制定するこ
とを困難とするかに見えるこの判例法理について、日本の憲法学者の多くは、懐疑的な態度をとる。しかし
ながら、こうした学者の多くは、国会議員が立法過程において立法の目的や動機を率直に表明するとナイー
ヴに想定している。しかしMarmor教授が示しているように、議員たちは、しばしばその真の目的を隠蔽し
ようとするものである。
　いわゆる政治的多元主義の民主政理論によると4、民主的な立法過程では、多様な利益集団が、社会一般の
利益よりもむしろ、自分たちだけの限られた利益の実現を追求する。こうした観点からすると、民主的政治
過程を維持すべき裁判所の役割は、立法過程の公正さおよび透明性を実現することに限定されるべきことと
なる。
　この理論によれば、一般的な公共的利益の促進を目指す消極目的の法案の場合、表明された目的は、しば
しば特定の利益の実現を図ろうとする目的を隠すための見せ掛けのものである。そこで裁判所は、合憲性審
査にあたって、採用された規制手段が実際に、表明された立法目的の実現に役立つことを確証する必要があ
る。表明された目的と、経済活動の規制手段との間に密接な関連性がない場合、裁判所は国会に当該法案を
差し戻すべきである。こうした合憲性審査を通して、立法の真の目的が明らかとなり、より公正で透明性の
高い形で利益集団間の政治的な競争が遂行されることになる。他方、積極目的の法案は、当初から特定の利
益の実現を公に標榜しており、しかも、国会議員の過半数によって現にそれが支持されているはずなのであ
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るから、裁判所として特に介入する必要はない。このように、一見すると奇妙な判例法理の下で、実は裁判
所は適切にその機能を遂行していることが判明する。


